
告 示

��������������

�������
�愛媛県告示第５４８号
障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年法律第１２３号）第

３３条の規定に基づき、障害者就業・生活支援センターを次のとおり

指定した。

平成２１年４月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 名称 財団法人正光会

２ 住所 宇和島市柿原１２８０番地

３ 事務所の所在地 宇和島市大宮町３－２－１０

４ 指定をした日 平成２１年３月２６日

�愛媛県告示第５４７号
次のとおり落札者を決定した。

平成２１年４月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第５４９号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第２項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第６条第３項において準用する法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産

業経済部産業振興課商工観光室並びに松山市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成２１年４月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更しようとする事項 変 更 前 変 更 後 変更する

年 月 日
届 出
年 月 日

南久米ショッピングセン
ター

松山市南久米町５３８
外

大規模小売店舗内の店舗面積
の合計 １，８９４平方メートル ２，４２７平方メートル 平成２１年

１２月１日
平成２１年
３月３０日

駐車場の位置及び収容台数 店舗北側及び東側
７９台

店舗北側、東側及び
西側
１０７台

駐輪場の位置及び収容台数 店舗北側
５６台

店舗北側
６９台
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この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示

及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する

協定の適用を受けるものである。

落札に係る特別役務の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続き 入 札 公 告 日

愛媛県基幹ネットワークシステム運
用管理・利用支援業務 一式

愛媛県企画情報部
管理局情報政策課
愛媛県松山市一番
町四丁目４番地２

平成２１年３月２７日
株式会社愛媛電算
松山市大手町一丁目１１
番地７

１８，６９０，０００円 一般競争入札 平成２１年２月１３日

毎週（火・金）曜日発行 第２０５７号 平成２１年４月１７日

平成２１年４月１７日金曜日 第２０５７号

愛 媛 県 報

４１７
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荷さばき施設の位置及び面積 店舗南側
５５平方メートル

店舗南側
９２平方メートル

廃棄物等の保管施設の位置及
び容量

店舗南側
１９．５立方メートル

店舗南側
３４．０立方メートル

駐車場の自動車の出入口 ２箇所 ４箇所

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに松山市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第５５０号
農業委員会交付金等交付規程（昭和３１年１２月愛媛県告示第８３３号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行し、平成２１年度分の補

助金から適用する。

平成２１年４月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（交付金等交付対象経費及び補助率等）

第２条 交付金等を交付することとする経費及びその補助率等は、

次の表のとおりとする。

�・� 省略

� 補助金

（交付金等交付対象経費及び補助率等）

第２条 交付金等を交付することとする経費及びその補助率等は、

次の表のとおりとする。

�・� 省略

� 補助金

区 分 経 費 補助率又は補助金額 区 分 経 費 補助率又は補助金額

農業委員

会に要す

る経費

省略 農業委員

会に要す

る経費

省略

農業委員会等活動強化対

策事業に要する経費

当該経費の１０分の５

以内

省略 省略

２ 省略

３ 次に掲げる経費の流用は、してはならない。

� 農業委員会に要する経費のうち、組織に要する経費、農地調

整事務処理事業に要する経費

及び標準小作料改訂事業に要する経費の相互流用

� 省略

様式第２号の�（第３条関係）

事 業 計 画 書

１～５ 省略

２ 省略

３ 次に掲げる経費の流用は、してはならない。

� 農業委員会に要する経費のうち、組織に要する経費、農地調

整事務処理事業に要する経費、農業委員会等活動強化対策事業

に要する経費及び標準小作料改訂事業に要する経費の相互流用

� 省略

様式第２号の�（第３条関係）

事 業 計 画 書

１～５ 省略

６ 農業委員会等活動強化対策事業

� 広域連携活動の実施

ア 実施地区数 地区

イ 広域連携企画検討会

� 開催回数 回

� 活動内容

愛 媛 県 報平成２１年４月１７日 第２０５７号
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６ 省略

７ 省略

様式第３号の�（第３条関係）

収 支 予 算 書

� 省略

� 支出の部

ウ 現地活動（活動内容）

エ 対策検討会の開催

� 開催回数 回

� 活動内容

オ 対策活動（活動内容）

� 農地等情報収集体制への支援

ア 実施地区数 地区

イ 研修会の開催

� 開催回数 回

� 参加人員 人

� 講師及び研修内容

ウ 意見交換会の開催

� 開催回数 回

� 参加人員 人

� 主な内容

� 活動評価検討会への出席

ア 資料作成内容

イ 検討会の内容

� 活動評価モニター意見交換会の開催

ア モニター人員 人

イ 意見内容

� 不在村地主の所有する農地の効率的利用対策

ア 実施地区数 地区

イ 効率的利用対策

� 把握内容

� 対策内容

� 重点地区における遊休農地解消対策

ア 実施地区数 地区

イ 遊休農地解消対策

� 検討内容

� 対策内容

７ 省略

８ 省略

様式第３号の�（第３条関係）

収 支 予 算 書

� 省略

� 支出の部

区 分 本年度

予算額

左のうち県費交

付金等交付額

備考 区 分 本年度

予算額

左のうち県費交

付金等交付額

備考

１～３ 省略

４ 業務費

� 省略

� 省略

省略

省略

１～３ 省略

４ 業務費

� 省略

� 農業委員会等活

動強化対策事業費

� 省略

省略

省略

様式第８号の�（第８条関係）

事 業 実 績 書

１～４ 省略

様式第８号の�（第８条関係）

事 業 実 績 書

１～４ 省略

５ 農業委員会等活動強化対策事業

� 広域連携活動の実施

愛 媛 県 報平成２１年４月１７日 第２０５７号
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５ 省略

６ 経費関係

ア 実施地区数 地区

イ 広域連携企画検討会

� 開催回数 回

� 活動内容

ウ 現地活動（活動内容）

エ 対策検討会の開催

� 開催回数 回

� 活動内容

オ 対策活動（活動内容）

� 農地等情報収集体制への支援

ア 実施地区数 地区

イ 研修会の開催

� 開催回数 回

� 参加人員 人

� 講師及び研修内容

ウ 意見交換会の開催

� 開催回数 回

� 参加人員 人

� 主な内容

� 活動評価検討会への出席

ア 資料作成内容

イ 検討会の内容

� 活動評価モニター意見交換会の開催

ア モニター人員 人

イ 意見内容

� 不在村地主の所有する農地の効率的利用対策

ア 実施地区数 地区

イ 効率的利用対策

� 把握内容

� 対策内容

� 重点地区における遊休農地解消対策

ア 実施地区数 地区

イ 遊休農地解消対策

� 検討内容

� 対策内容

６ 省略

７ 経費関係

区 分 実 績 区 分 実 績

省略 省略

業務費 省略 業務費 省略

農業委員会等活動

強化対策事業費

市町実績額 円

県費補助金交付額 円

省略 省略

省略 省略

７ 省略

様式第９号の�（第８条関係）

収 支 精 算 書

� 省略

� 支出の部

８ 省略

様式第９号の�（第８条関係）

収 支 精 算 書

� 省略

� 支出の部

区 分 本年度精算

額

本年度予算

額

備考 区 分 本年度精算

額

本年度予算

額

備考

愛 媛 県 報平成２１年４月１７日 第２０５７号
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�愛媛県告示第５５１号
愛媛県漁業調整規則（昭和４３年愛媛県規則第２２号）第８条第２項

（同規則第２１条第３項において準用する場合を含む。）の規定に基

づき、宇和海を操業区域とする小型機船底びき網漁業の許可又は起

業の認可を申請すべき期間を次のように定める。

平成２１年４月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

許可又は起業の認可を申請すべき期間

平成２１年４月１７日から４月３０日まで

�������
�愛媛県告示第５５２号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第１４条第２項の規定に基づき、

国土交通省国土地理院長から次のとおり基本測量が終了した旨の通

知があった。

平成２１年４月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 作業種類 基本測量（基盤地図情報作成作業）

２ 作業期間 平成２０年１２月９日から

平成２１年３月２７日まで

３ 作業地域 松山市

�������
�愛媛県告示第５５３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

新居浜市阿島土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任し

た旨の届出があった。

平成２１年４月１７日

愛媛県東予地方局長 佐 伯 隆 志

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第５５４号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８４条において準用する同

法第３０条第２項の規定により、重信川菖蒲堰土地改良区連合の定款

の変更を認可した。

平成２１年４月１７日

愛媛県中予地方局長 門 屋 � 三

�������
�愛媛県告示第５５５号
東温市北野田土地改良区から認可申請のあった土地改良事業（維

持管理）の計画の変更は、適当と認められるので、土地改良法（昭

和２４年法律第１９５号）第４８条第９項において準用する同法第８条第

６項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成２１年４月１７日

愛媛県中予地方局長 門 屋 � 三

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 東温市北野田土地改良区土地改良事業（維持管理）変更計画

書の写し

� 東温市北野田土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

平成２１年４月２０日から５月２１日まで

３ 縦覧場所

東温市役所本庁

�������
�愛媛県告示第５５６号
久万高原町から協議のあった町営土地改良事業（農地保全事業・

１～３ 省略 １～３ 省略

４ 業務費 ４ 業務費

� 省略 � 省略

� 農業委員会等活動

強化対策事業費

� 省略 � 省略

省略 省略

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 井 下 正 光 新居浜市荷内町１１－１８

〃 矢 葺 弓 助 新居浜市阿島３丁目７－１９

〃 真 鍋 勝 幸 新居浜市多喜浜５丁目３－３４

〃 真 鍋 松 男 新居浜市阿島４丁目５０－５

〃 伊 藤 一 男 新居浜市荷内町１０－３６

〃 近 藤 豊 新居浜市阿島２丁目６－３９

〃 妻 鳥 安 博 新居浜市阿島３丁目２－３

〃 寺 尾 俊 行 新居浜市阿島３丁目１－４９

監 事 井 下 慎 司 新居浜市荷内町７－３３

〃 真 鍋 清 孝 新居浜市阿島３丁目２－１４

〃 前 田 一 男 新居浜市多喜浜５丁目１１－１２

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 井 下 正 光 新居浜市荷内町１１－１８

〃 前 田 和 男 新居浜市多喜浜５丁目１１－１２

〃 白 石 正 直 新居浜市阿島２丁目１１－１２

〃 真 鍋 勝 幸 新居浜市多喜浜５丁目３－３４

〃 白 石 章 敏 新居浜市阿島３丁目２－１６

〃 矢 葺 弓 助 新居浜市阿島３丁目７－１９

〃 伊 藤 一 男 新居浜市荷内町１０－３６

〃 真 鍋 松 男 新居浜市阿島４丁目５０－５

監 事 井 下 慎 司 新居浜市荷内町７－３３

〃 真 鍋 清 孝 新居浜市阿島３丁目２－１４

〃 近 藤 豊 新居浜市阿島２丁目６－３９

愛 媛 県 報平成２１年４月１７日 第２０５７号
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公 告

房代野地区）の施行は、適当と認められるので、土地改良法（昭和

２４年法律第１９５号）第９６条の２第５項において準用する同法第８条

第６項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成２１年４月１７日

愛媛県中予地方局長 門 屋 � 三

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 町営土地改良事業（農地保全事業・房代野地区）計画書の写

し

� 久万高原町営土地改良事業の経費の賦課徴収に関する条例の

写し

２ 縦覧期間

平成２１年４月２０日から５月２１日まで

３ 縦覧場所

久万高原町役場本庁

�������
�愛媛県告示第５５７号
久万高原町から協議のあった町営土地改良事業（農地保全事業・

河之内地区）の施行は、適当と認められるので、土地改良法（昭和

２４年法律第１９５号）第９６条の２第５項において準用する同法第８条

第６項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成２１年４月１７日

愛媛県中予地方局長 門 屋 � 三

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 町営土地改良事業（農地保全事業・河之内地区）計画書の写

し

� 久万高原町営土地改良事業の経費の賦課徴収に関する条例の

写し

２ 縦覧期間

平成２１年４月２０日から５月２１日まで

３ 縦覧場所

久万高原町役場本庁

�������
�愛媛県告示第５５８号
久万高原町から協議のあった町営土地改良事業（農地保全事業・

帯石地区）の施行は、適当と認められるので、土地改良法（昭和２４

年法律第１９５号）第９６条の２第５項において準用する同法第８条第

６項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成２１年４月１７日

愛媛県中予地方局長 門 屋 � 三

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 町営土地改良事業（農地保全事業・帯石地区）計画書の写し

� 久万高原町営土地改良事業の経費の賦課徴収に関する条例の

写し

２ 縦覧期間

平成２１年４月２０日から５月２１日まで

３ 縦覧場所

久万高原町役場本庁

�������
�愛媛県告示第５５９号
久万高原町から協議のあった町営土地改良事業（農業用用排水施

設整備事業・帯石地区）の施行は、適当と認められるので、土地改

良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第５項において準用する

同法第８条第６項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供す

る。

平成２１年４月１７日

愛媛県中予地方局長 門 屋 � 三

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 町営土地改良事業（農業用用排水施設整備事業・帯石地区）

計画書の写し

� 久万高原町営土地改良事業の経費の賦課徴収に関する条例の

写し

２ 縦覧期間

平成２１年４月２０日から５月２１日まで

３ 縦覧場所

久万高原町役場本庁

�愛媛県告示第５６０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２１年４月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２５条第４項の規定に基づき、特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申請があったの

で、同条第５項において準用する同法第１０条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ３８０号
喜多郡内子町寺村２０８４番１地先から

同町寺村１９７８番８まで
平成２１年４月１７日

愛 媛 県 報平成２１年４月１７日 第２０５７号
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平成２１年４月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�裁決手続開始の決定の公告
土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）第４５条の２の規定により、平成２１年４月７日次のとおり裁決手続開始の決定をしたので公告する。

平成２１年４月１７日

愛媛県収用委員会

会長 矢 野 隆 三

１ 起業者の名称

国土交通大臣

２ 事業の種類

一般国道５６号改築工事（伊予インター関連・愛媛県伊予市稲荷字明見前地内から同市米湊字西ノ原地内まで及び同市下吾川字池田地内

から同市下吾川字馬塚地内まで）並びにこれに伴う市道及び農業用水路付替工事

３ 収用及び使用の裁決手続の開始を決定した不動産の表示等

収用使用

の区分

不 動 産 （ 土 地 ） の 表 示 等
土 地 所 有 者

住 所 氏 名

所 有 権 以 外 の

権 利 の 表 示 関 係 人

住 所 氏 名所 在 地 番
地 目 面 積

公 簿 現 況 公 簿
��

実 測
��

収用及び使用しよう
とする土地の実測��

受付年月日
受 付 番 号 種 類

収 用
愛媛県伊
予市下吾
川字池田

８３０番１ 宅地 宅地 ３４０．５３ ３４０．７０ ４９．１４
愛媛県伊予市下吾川６６
６番地

宇佐神社 代表
役員 武智 盛浄

─── 使 用
貸借権

愛媛県伊予市下吾川４９
４番地１

下吾川第一区
上記代表者 下

吾川第一区長 早
田 久

愛媛県伊予市米湊８２０
番地

伊予市

使 用
愛媛県伊
予市下吾
川字池田

８３０番１ 宅地 宅地 ３４０．５３ ３４０．７０ ７．２８
愛媛県伊予市下吾川６６
６番地

宇佐神社 代表
役員 武智 盛浄

─── 使 用
貸借権

愛媛県伊予市下吾川４９
４番地１

下吾川第一区
上記代表者 下

吾川第一区長 早
田 久

愛媛県伊予市米湊８２０
番地

伊予市

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成２１年４月９日 特定非営利活動法人
ＴＩＥＳ２１えひめ 清 水 泰 彦 松山市持田町三丁目２番２２号 この法人は、地域の住民をはじめ自治会や企業、

各種団体等と連携し、公園や都市施設の街づく
りや管理運営に、住民の意見や参加を促進する
ための技術的支援や参加を行うと共に、公共や
様々な組織と協働の理念を持ち、個性あふれる
地域文化を育みながら都市施設や緑の創出を目
指し、地域住民をはじめ広範な人々に対し、生
活の質の向上と心の充実、文化の豊かなまちの
創出、ボランティア精神の育成や組織の養成、
社会福祉活動などの社会貢献を、実践・普及・
調査研究・提言活動を地域住民の参加と協働に
より、ボランティア精神で実施し、文化の豊か
な地域の創造に寄与し協働社会の構築に寄与す
ることを目的とする。

平成２１年４月１７日 発行
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